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１・「駐輪対策の基本的な方向性」 

①駐輪特性に応じた駐輪対策の必要性 

 駐輪問題には、「買い物等の施設利用者の放置自転車、駐輪場不足」と、「鉄道駅利用者の放置自転車、

駐輪場不足」の２点の問題があります。 

 買い物などの施設利用者と鉄道駅利用者では、駐輪の特性が異なります。 

・買い物などの施設利用者は、比較的短時間の利用が多く、施設の営業時間内の駐輪である。 

・鉄道駅利用者は、比較的長時間の利用が多く、朝～夕方、夜までの駐輪である。 

 そのため、「買い物等の施設利用者の駐輪対策」と「鉄道駅利用者の駐輪対策」の２つに大別して駐輪

対策を検討します。 

 また、鉄道駅から遠い地域において、バス停まで自転車で行く方の交通の便を確保するとともに、自転

車とバスの連携を図るため、バス停周辺に駐輪場を確保する「サイクルアンドバスライド」について検

討します。 

 

■鉄道駅周辺等の自転車利用者の特性の分類 

 

 

 

②駐輪タイプ別の主な対策 

■買い物等の施設利用者の駐輪対策 

 買い物等の施設利用者用の駐輪施設は、施設で設置すべきものです。そのため、附置義務制度の導入を

検討します。 

 しかしながら、他都市の例を見ると、義務を課しても建物の建替えまで駐輪場が整備されないため、「効

果が出るまで時間のかかる」制度となっています。また、他都市では、対象となる施設面積が概ね 300

から 400 ㎡以上と規定され、「小規模な施設が対象にならず」、別途対策を講じる必要があります。 

 「効果が出るまで時間のかかる」「小規模な店舗が対象にならない」という課題への対策として、民設

民営での暫定的な「路上駐輪場の確保」を行います。また、買い物利用の放置自転車が多い地域などに

おいて、市営駐輪場の余剰などを活用し、時間料金制の導入を検討します。 

 店舗の規模や対策に要する時間、駐輪問題の程度に応じて駐輪対策を選定します。 

 

■買い物等の施設利用者の駐輪対策の概要 

基本的な考え方  附置義務制度の課題  対策 

     

店舗で設置すべきもの 

⇒附置義務制度の導入 

 効果が出るまで時間がかかる  
 

○民設民営の路上駐輪場（暫定的） 

○市営駐輪場（時間料金制） 

 
   
 小規模な店舗は対象外  

 

■店舗面積別の対策 

 
    
店
舗
面
積 

附置義務対象施設 

(300、400㎡超) 

  

附置義務対象外施設   
 

■「買い物等の施設利用者の駐輪対策」と「駐輪問題の程度」の関係 

 

 
 優先対応駅 対応方針検討駅 現状維持駅 

民設民営路上駐輪場 

(暫定的) 

   

市営駐輪場(時間料金制)    

 
駅周辺等における自転車利用者 

鉄道駅利用者 買い物などの施設利用者 

▼利用者特性の分類 

駐
輪
特
性 

関
係
主
体 

対
応
の
考
え
方 

鉄道利用 買い物、娯楽 

長時間 

（朝～夕・夜まで） 
短時間利用 

（施設営業時間内） 

基本：路外専用駐輪場 基本：施設付帯駐輪場 

・路外駐輪場の整備 

・路外駐輪場の利用促進 

・顧客用の駐輪場の確保 

・路上等を活用した暫定駐輪 

場の確保（商業施設近接型） 

鉄道事業者 商業施設、商店街など 

公共団体 

横浜市 自転車総合計画 平成２８年度 第３回 自転車等施策検討協議会 

【とめる】に関する協議資料－「駐輪対策の基本的な方向性」と「駐輪対策方針」について 
資料３ 

時間 

民設民営路上駐輪場(暫定的) 
市営駐輪場（時間料金制） 

附置義務スタート 

附置義務制度 

大 小 
駐輪問題の程度 
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■鉄道駅利用者の駐輪対策 

 鉄道駅利用者用の駐輪施設の確保は、横浜市と民間事業者の双方で行います。 

 駐輪場の確保の必要性については、駅ごとに、市営駐輪場と民営駐輪場を合わせた全体での駐輪場の余

剰、放置自転車台数及び市営駐輪場の定期利用補欠待機者数等の状況を分析した上で検討します。駐輪

場の確保が必要な駅については、市営駐輪場の整備や民営駐輪場の整備費補助制度を活用し、確保を検

討します。市営駐輪場を整備する場合は、路外駐輪場の整備を基本とします。土地の制約があり、必要

な収容台数が難しい場合に、暫定的な路上駐輪場の整備等を検討します。駐輪場の確保が必要な駅にお

いて民営駐輪場の整備を促進するため、収容台数の緩和など、民営駐輪場整備費補助制度の拡充を検討

します。 

 既存の市営駐輪場の利用の平準化及び不公平感の解消を図るため、駅からの距離などに応じた変動料金

制を導入することを検討します。 

 横浜駅周辺のまちづくりの計画である「エキサイトよこはま２２（横浜駅周辺大改造計画）」では、基

盤整備の基本方針として、歩行者に配慮した安心・快適な自転車走行環境の確保などのため、中心エリ

アである「センターゾーン」の外延部への駐輪場の確保に取り組むこととしています。横浜駅の事例の

ように、まちづくりや駅前空間の有効活用の観点を考慮に入れ、まちの再開発等の機会なども活用しな

がら、駐輪場の適正な配置や既存市営駐輪場の立体化などを検討します（建物式や機械式立体駐輪場等）。 

■鉄道駅利用者の駐輪対策の概要 

基本的な考え方  整備主体  対策 

     

官と民の双方による駐輪場確保 

 

横浜市 

（市営駐輪場） 

 ○市営駐輪場の整備 

・路外駐輪場整備 

・路上駐輪場整備（暫定的） 

○変動料金制により利用を平準化 

○既存駐輪場の立体化等 

    

 
民間企業 

（民営駐輪場） 

 ○民営駐輪場整備費補助制度の拡充

による整備促進 

■「エキサイトよこはま22」の自転車関連インフラに関するイメージ図(「エキサイトよこはま22」基盤整備の基本方針P10より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２・優先対応駅の選定方法について 

①駅周辺ごとの対策検討の必要性 

 駅周辺ごとに、民営駐輪場を含む自転車等の収容台数に対する利用者数および定期利用の待機者数（下

図左）を見ると、自転車等の需要に対する収容台数の過不足の状況が、おおよそ把握できます。 

 また、放置自転車台数と駐輪場の余剰台数（下図右）を見ると、買い物利用を含む放置自転車の受け皿

の過不足の状況が、おおよそ把握できます。 

 ただし、駐輪場の整備必要台数を把握するにあたっては、駅の東口、西口などの方面別に利用者に偏り

があることや、駐輪場の待機者に、既に他の駐輪場を定期利用している方や、一時利用の駐輪場（市営

及び民営）を利用している方が含まれていることなどを踏まえて、より詳細に分析する必要があります。 

 そのため、駅周辺ごとに状況を分析し、対策を検討する必要があります。 

 

 
※利用台数、駅周辺放置台数：平成 26 年 11 月実態調査に基づく 

                       ※定期利用補欠待機者数：平成 27 年 1 月時点のデータに基づく 
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台数（台）

■収容台数の多い上位 30 駅の利用状況 ■放置自転車の多い上位 30 駅と駐輪場の余剰 
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放置自転車台数と余剰台数（台）

駅周辺放置台数

（自転車+バイク）

駐輪場余剰

（収容台数-利用台数）

定期利用補欠待機者数
利用台数
収容台数
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②優先対応駅（駐輪問題への対応が求められる駅周辺）の選定 

 横浜市では、駐輪問題の程度に応じて、市内の駅周辺を「優先対応駅」「対応方針検討駅」「現状維持駅」

に分類します。なお、駐輪問題の程度は、以下の２つの視点で整理します。 

【駐輪問題の程度の視点】 

視点①：放置自転車台数 

視点②：自転車の集中度合 

 優先対応駅では、駅周辺ごとの特性を踏まえて対策を検討し、駐輪対策方針を策定します。対応方針検

討駅では、駐輪対策の基本的な方向性に基づき、対策を検討していきます。 

 優先対応駅は、以下の条件（条件①と条件②のどちらかを満たす駅）で選定します。 

【優先対応駅の選定条件】 

条件①：放置自転車の台数が極めて多い鉄道駅周辺 

条件②：自転車が過度に集中する鉄道駅周辺（以下の条件をすべて網羅する駅周辺） 

A．放置自転車台数が上位 20 位以内 

B．駅周辺の乗入台数が上位 20 位以内 

※乗り入れ台数：放置自転車+駐輪場利用台数 

C．定期利用待機者が上位 20 位以内 

 

 現状維持駅は、以下の条件で選定し、優先対応駅と現状維持駅以外の駅周辺を対策方針検討駅とします。 

【現状維持駅の選定条件】 

条件：当面対策を要さない駅周辺（以下の条件のいずれかを満たす駅周辺） 

A．放置自転車の台数が 50 台未満かつ市営駐輪場の定期利用待機者が 10 台未満 

B．市営駐輪場がなく、放置自転車台数が 50 台未満かつ民営駐輪場に余剰がある 

 

 横浜市自転車総合計画策定時の放置自転車等の実態調査(平成 26 年 11 月※定期待機者のみＨ27.1 時

点)のデータを使用すると、優先対応駅は７駅、対応方針検討駅は 92 駅、現状維持駅は 38 駅です。な

お、今後、放置自転車台数、駅周辺の乗入台数、定期利用待機者数の状況が変われば、優先対応駅、対

応方針検討駅、現状維持駅は、柔軟に見直します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■駐輪問題の対応が求められる駅周辺の考え方 

 

 

■優先対応駅の選定条件 

 

 

 

■視点① 放置自転車が極めて多い鉄道駅周辺 

▼放置自転車台数が極めて多い鉄道駅周辺 

  対象駅Ａ：伊勢佐木長者町駅（関内駅含む） 
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伊勢佐木長者町、関内

横浜

鶴見（京急鶴見含む）

綱島

阪東橋

日吉

日本大通り

戸塚

新横浜

日ノ出町

桜木町

石川町

杉田

元町・中華街

センター南

市大医学部

鶴見小野

弘明寺

上大岡

神奈川

放置自転車台数（台）

■視点② 自転車が過度に集中する鉄道駅周辺 

▼以下の条件を全て網羅する駅周辺 

  条件Ａ 放置自転車台数が上位 20 位以内 

  条件Ｂ 駅周辺の乗入台数が上位 20 位以内 

        ※放置自転車＋駐輪利用台数 

  条件Ｃ 定期補欠待機者が上位 20 位以内 

    対象駅 Ｂ：戸塚駅 

     Ｃ：綱島駅 

     Ｄ：鶴見駅（JR+京急） 

     Ｅ：横浜駅 

     Ｆ：上大岡駅 

     Ｇ：新横浜駅 

優先対応駅として位置付け 

 ①駐輪実態、駐輪特性に関する調査を行い、 

 ②今後の開発状況に合わせ対策を検討 

 

 

 

■優先対応駅（予定）  
条件①放置自転車が著しく多い駅周辺 
条件②放置自転車、定期待機者とも 
   に多い駅周辺 
 

 
 

早期対応が 
求められる 

利用動向等に合わせ 
対策を推進したり、 
利用増加の抑制※を促す 
※バスへの転換など 

現状の維持 
（社会状況に応じて縮小検討） 

鉄道駅周辺の放置禁止区域 

鉄道駅以外の 
駐輪問題発生地点 

 

・バス停 
・商業施設 
・大学周辺等 

 

■対応方針検討駅 
優先対応駅ほどではないが、放置自転

車や定期待機者が多い駅周辺 

各駅の特性を踏まえ個別に 
駐輪対策方針を策定 

基本的な方向性に基づき 
対策を実施 
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③駐輪対策方針の策定に向けて 

■モデル駅の選定 

 総合計画では、優先対応駅から１～２駅程度をモデル地区として選定し、先行的に駐輪対策方針を策定

することが示されています。また、「とめる」の施策と「はしる」の施策は、相互に連動することも多

いため、一体的に進めていくことが重要であることも示されています。 

 以下の理由から、「戸塚駅」と「鶴見駅（JR・京急）」をモデル地区に選定することを想定しています。 

戸塚駅：駅周辺の乗入台数が市内で最も多い（駅周辺の自転車利用者が多い） 

鶴見駅：駅周辺の乗入台数が多く、既に自転車通行空間が整備されている箇所があるため、連続性を考慮

した上で、新たな自転車通行空間の整備を行うことができる 

 まずは、「戸塚駅」「鶴見駅（JR・京急）」において、駐輪対策方針を策定していきます。なお、「戸塚駅」

「鶴見駅（JR・京急）」での駐輪対策方針の策定状況や、策定時の課題を踏まえて、順次その他の優先

対応駅においても駐輪対策方針を策定します。 

 

■駐輪対策方針の概要 

 駐輪対策方針の策定にあたっては、以下の分析・検討を進めます。 

①現状の分析 

ア 放置自転車の利用目的の分析（買い物利用、鉄道駅利用） 

イ 駐輪場の定期利用者の分析 

②対策の検討 

ア 駐輪場の整備必要台数の算出 

イ 対策メニューの検討（ハード、ソフト） 

⇒対策の検討にあたっては、まちづくりの計画との整合性など、まちづくりとの関係や、対策メニュー

の費用対効果、公共交通の利便性に配慮 

ウ 駐輪場設置候補地の選定 

エ スケジュール 

 

 

 


